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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 第80期、第81期、第82期及び第83期において潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり

当期純損失の計上のため、並びに、潜在株式がないため、記載しておりません。また、第84期において潜在

株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 平成15年３月期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日

企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平

成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

なお、従来と同様の方法によった場合との相違はありません。 

４ 当社の連結経営指標等は、従来、千円単位で記載しておりましたが、第84期より百万円単位で記載すること

に変更いたしました。なお、比較を容易にするために、第83期以前についても百万円単位に組替え表示して

おります。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第80期 第81期 第82期 第83期 第84期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 15,327 15,210 15,670 17,013 15,798

経常利益又は 
経常損失（△）

(百万円) △1,110 △1,300 △746 △46 197

当期純利益又は 
当期純損失（△）

(百万円) △2,378 △1,267 △752 △936 165

純資産額 (百万円) 15,605 14,334 13,830 12,768 13,091

総資産額 (百万円) 23,840 22,033 21,803 21,332 21,114

１株当たり純資産額 (円) 378.78 352.79 337.99 317.51 325.68

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

(円) △57.46 △30.82 △18.52 △23.03 4.11

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ─

自己資本比率 (％) 65.4 65.0 63.4 59.9 62.0

自己資本利益率 (％) △15.8 △8.5 △5.3 △7.0 1.3

株価収益率 (倍) ― ― ― ― 55.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,001 437 △336 239 △268

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,377 58 34 △236 △539

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △20 △328 △66 △95 △4

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 2,871 3,038 2,670 2,576 1,764

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕

(名)
368

〔60〕

318

〔58〕

285

〔40〕

259

〔47〕

258

〔54〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 第80期、第81期、第82期及び第83期において潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり

当期純損失の計上のため、並びに、潜在株式がないため、記載しておりません。また、第84期において潜在

株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がしないため、記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 平成15年３月期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日

企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平

成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

なお、従来と同様の方法によった場合との相違はありません。 

４ 当社の提出会社の経営指標等は、従来、千円単位で記載しておりましたが、第84期より百万円単位で記載す

ることに変更いたしました。なお、比較を容易にするために、第83期以前についても百万円単位に組替え表

示しております。 

  

回次 第80期 第81期 第82期 第83期 第84期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 14,611 14,620 15,166 16,444 15,386

経常利益又は 
経常損失（△）

(百万円)  △988 △1,313 △666 20 201

当期純利益又は 
当期純損失（△）

(百万円) △2,370 △1,263 △650 △855 153

資本金 (百万円) 6,282 6,282 6,282 6,282 6,282

発行済株式総数 (株) 41,207,730 41,207,730 41,207,730 41,207,730 41,207,730

純資産額 (百万円) 15,343 14,071 13,667 12,686 12,996

総資産額 (百万円) 23,436 21,338 21,311 20,980 20,790

１株当たり純資産額 (円) 372.43 346.31 333.99 315.46 323.33

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

2

(─)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

(円) △57.27 △30.73 △15.99 △21.04 3.81

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ─

自己資本比率 (％) 65.5 65.9 64.1 60.5 62.5

自己資本利益率 (％) △16.1 △8.6 △4.7 △6.5 1.2

株価収益率 (倍) ― ― ― ― 59.8

配当性向 (％) ― ― ― ― 52.5

従業員数 (名) 270 222 207 197 202



２ 【沿革】 

当社は昭和23年５月20日中央化成工業株式会社の商号をもって「タール製品の精製加工ならびにタール

製品を主原料とする製品の製造」を事業目的とし、資本金２百万円で設立された。 

その後昭和31年３月31日子会社川崎化成工業株式会社を存続会社とし、同社と合併、ついで昭和35年10

月１日、昭和23年12月４日設立の川崎化成工業株式会社を存続会社として合併、今日に至っている。 

  

 
  

昭和23年５月 東京都中央区にナフタリン精製を目的とし、中央化成工業株式会社(資本金２百万

円)を設立。

  同年９月 大森工場設置。 

本店を東京都大田区(大森工場)に移転。

昭和26年11月 無水フタル酸の製造を開始。

昭和27年10月 大阪事務所開設。

昭和28年４月 コハク酸の製造を開始。

昭和30年７月 川崎市に中央化成工業株式会社の全額出資により川崎化成工業株式会社(資本金５

百万円)を設立。

  同年10月 川崎市に東神商事株式会社を設立(現・連結子会社 川崎化成物流株式会社)。

昭和31年３月 川崎化成工業株式会社は中央化成工業株式会社を吸収合併。

  同年11月 東京都千代田区に東京事務所開設。

昭和32年７月 株式を店頭売買銘柄として東京証券業協会に登録。

  同年10月 川崎市に東レ株式会社と折半出資で京浜化成工業株式会社(資本金100百万円)を設

立。

昭和33年２月 東京都中央区に千鳥商事株式会社を設立(現・連結子会社 カワカ産業株式会

社)。

  同年４月 京浜化成工業株式会社を吸収合併。 

テレフタル酸の製造を開始。

  同年８月 株式を店頭売買銘柄として大阪証券業協会に登録。

昭和35年10月 東京都に本店を置く川崎化成工業株式会社(昭和23年12月４日設立、資本金100百

万円)を存続会社として合併。

本店を東京都中央区に移転。

昭和36年６月 株式を東京証券取引所に上場。

  同年７月 株式を大阪証券取引所に上場。

昭和46年３月 テレフタル酸の製造を中止。

  同年８月 川崎市に東洋インキ製造株式会社と折半出資で東洋化成工業株式会社を設立。

  同年９月 千鳥商事株式会社は、大和化成株式会社を吸収合併し、商号を大和化成株式会社

に変更。

  同年９月 大森工場閉鎖。

昭和47年１月 東神商事株式会社は、商号を東神工運株式会社に変更。

昭和48年９月 アントラキノン、ナフトキノンの製造を開始。

昭和51年４月 パルプ蒸解助剤SAQ®市販開始。
昭和58年１月 川崎市にカワカ機工株式会社を設立(現・連結子会社 川崎化成エンジニアリング

株式会社)。 

川崎市にカワカ産業株式会社を設立。

昭和63年３月 大和化成株式会社は、カワカ産業株式会社を吸収合併し、商号をカワカ産業株式

会社に変更。

平成６年10月 カワカ機工株式会社は、商号を川崎化成エンジニアリング株式会社に変更。

平成10年６月 東神工運株式会社は、商号を川崎化成物流株式会社に変更。

平成11年４月 農薬原体アセキノシル市販開始。

平成14年５月 マキシモール®の製造を開始。
平成15年３月 東洋インキ製造株式会社との折半出資会社の東洋化成工業株式会社を清算結了。

  同年６月 本店を神奈川県川崎市に移転。

  同年12月 大阪証券取引所の上場廃止。



３ 【事業の内容】 

当社グループ(当社及び連結子会社３社)及びその他の関係会社三菱化学㈱は、化学品事業を主な内容と

し、併せてこれに関連する事業活動を行っております。その事業内容と事業に係る各社の位置づけ及び事

業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであります。 

 
  

事業の系統図は次のとおりであります。 

  

 

  

(1)化学品事業……… 当社は、有機酸製品、有機酸系誘導品及びキノン系製品の製造、販売を行っ

ており、その他の関係会社三菱化学㈱から原料の一部を購入し、製品の一部

を同社へ販売しております。

(2)その他の事業…… 子会社カワカ産業㈱は、当社の施設の管理運営、警備、その他のサービスを

行っております。子会社川崎化成エンジニアリング㈱は、設備の設計、施工

及び保全を行っており、同社は、当社の設備の設計、施工及び保全を行って

おります。子会社川崎化成物流㈱は、運送業及び荷役業を行っており、同社

は、当社の製品の運送及び荷役を行っております。



４ 【関係会社の状況】 
  

 
(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 上記のうち、特定子会社に該当する会社はありません。 

３ 上記のうち、㈱三菱ケミカルホールディングス及び三菱化学㈱は有価証券報告書を提出しております。 

４ 上記のうち、㈱三菱ケミカルホールディングスは三菱化学㈱の完全親会社であります。 

５ 議決権の所有割合欄及び議決権の被所有割合欄における( )内は、間接所有割合及び関接被所有割合で内数

であります。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 
平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 
平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社には、UIゼンセン同盟に加盟している川崎化成労働組合があります。労使の関係は安定してお

り、特記すべき事項はありません。また、連結子会社には、労働組合はありません。 

  

  

  

名称 住所

資本金 

又は出資金 

(百万円)

主要な事業 

の内容

議決権の 

所有割合 

(％)

議決権の 

被所有割合

(％)

関係内容

(連結子会社)

カワカ産業㈱
川崎市 

川崎区
20

その他 

の事業

100.0

(40.0)
―

当社の施設管理、警備、構内諸作業等 

役員の兼任等…兼任 ２人 

       出向 ２人

川崎化成エンジニア 

リング㈱

川崎市 

川崎区
20

その他 

の事業
100.0 ―

当社の設備の設計、施工及び保全 

役員の兼任等…兼任 ３人 

       出向 ２人

川崎化成物流㈱
川崎市 

川崎区
10

その他 

の事業
100.0 ―

当社の製品の運送及び荷役 

役員の兼任等…兼任 ３人 

       出向 １人

(その他の関係会社)

㈱三菱ケミカル 

ホールディングス

東京都 

港区
50,000

グループ会

社の経営管

理

―
38.79

(38.79)

三菱化学㈱
東京都 

港区
145,086

化学品 

事業
―

38.79

(0.82)

原料等の購入及び当社製品の販売 

役員の兼任等…兼任 ３人 

       転籍 ６人

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

化学品事業 202 (４)

その他の事業 56 (50)

合計 258 (54)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

202 37.9 16.2 5,898,244



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度における日本経済は、企業収益の改善に伴う設備投資の増加、個人消費の緩やかな回

復等により、景気は回復の動きを続けております。 

しかしながら、化学工業界におきましては、原油・ナフサ価格の高騰を背景にした原燃料価格の著し

い上昇が企業収益を圧迫する状況となりました。 

このような状況の下、当社グループにおきましても、各製品において原燃料価格が高水準で推移する

厳しい事業環境となりましたが、前期からの数次にわたる製品価格の値上げ、収益性の高い新規製品の

拡販、経営全般にわたるコスト削減等に傾注してまいりました。また、主要製品である無水フタル酸に

ついて、需給バランスの悪化により厳しい事業環境にあったことから、昨年11月末日に製造設備２系列

中の１系列を停止する等、既存事業の基盤強化に向けた抜本的な施策にも取り組んでまいりました。そ

の結果、売上高は157億９千８百万円(前連結会計年度比12億１千４百万円減収)、経常利益は１億９千

７百万円(前連結会計年度比２億４千３百万円増益)、当期純利益は１億６千５百万円(前連結会計年度

は９億３千６百万円の当期純損失)となり、最終損益段階では７期ぶりの黒字化を達成いたしました。 

なお、「固定資産の減損に係る会計基準」の適用に伴い特別損失４千４百万円を計上しております。

これを事業別に見ますと次のとおりであります。 

化学品事業 

化学品事業のうち、有機酸製品につきましては、原燃料価格の著しい高騰に対処すべく前期から数

次にわたる値上げを打ち出し、製品価格の是正に取り組んだ結果、前連結会計年度に比べ増収となり

ました。 

有機酸系誘導品につきましては、マキシモール®は、フロン規制に対応した新しい硬質ポリウレタ

ン処方に適合する製品への切り替えの進展により大幅な増収となりましたものの、可塑剤が輸出向け

を中心に数量が大幅に減少した結果、有機酸系誘導品全体としては減収となりました。 

キノン系製品につきましては、ナフトキノンの数量増加等により増収となりました。 

この結果、化学品事業全体としての売上高は153億８千６百万円(前連結会計年度比10億５千８百万

円減収)、営業利益は７千２百万円(前連結会計年度は２億６百万円の営業損失)となりました。 

その他の事業 

その他の事業につきましては、グループ外部への売上が減少した結果、売上高は４億１千１百万円

(前連結会計年度比１億５千６百万円減収)、営業利益は３千４百万円(前連結会計年度比１千１百万

円減益)といずれも前連結会計年度を下回りました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益は１億７千７百万円の計上

となりましたが、主に棚卸資産の増加、仕入債務の減少、並びに減価償却費を上回る設備投資の実施等

により、現金及び現金同等物は８億１千２百万円の減少となり、当連結会計年度末の残高は17億６千４

百万円となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度が税金等調整前当期純損失の計上となった

ものの、損失計上の主要因が資金支出を伴わない多額の有形固定資産除却損の計上によるものであっ

たため、２億３千９百万円の収入であったのに対し、当連結会計年度は１億７千７百万円の税金等調

整前当期純利益の計上となったものの、主に棚卸資産の増加及び仕入債務の減少により２億６千８百

万円の支出となりました。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ設備投資による支出の増加及び投資

有価証券売却収入の減少により、支出が３億２百万円増加し、当連結会計年度は５億３千９百万円の

支出となりました。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ自己株式取得による支出が減少した

ことにより、当連結会計年度は前連結会計年度より支出が９千１百万円減少し、４百万円の支出とな

りました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっており、セグメント間の取引に係る生産実績は含んでおりません。 

２ 上記の他、化学品事業における商品仕入実績は、266百万円(前年同期比8.0％)であります。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当連結会計年度におけるその他の事業の受注実績を示すと、次のとおりであります。 

なお、化学品事業については、過去の販売実績と将来の予想に基づいて見込生産を行っております。

  

 
(注) １ セグメント間の取引に係る受注高及び受注残高は含んでおりません。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

 
３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

化学品事業 15,653 △2.7

その他の事業 238 △29.5

合計 15,892 △3.2

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

その他の事業 221 △31.6 41 △32.5

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

化学品事業 15,386 △6.4

その他の事業 411 △27.5

合計 15,798 △7.1

 

前連結会計年度

相手先 金額(百万円) 割合(％)

㈱ジェイ・プラス 8,698 51.1

三菱商事㈱ 879 5.2

 
 

当連結会計年度

相手先 金額(百万円) 割合(％)

㈱ジェイ・プラス 7,636 48.3

オー・ジー㈱ 830 5.3



３ 【対処すべき課題】 

中長期的には既存事業の一段の基盤強化を図ると共に、新規事業の拡充を行うことにより機能製品の比

率を高め、安定的な収益が確保できる事業体質への転換を図ってまいります。 

具体的には、コハク酸は、環境対応商品である生分解性樹脂の原料として使用されるほか、マキシモー

ル®の原料として用途拡大も見込まれておりますので、世界一の生産能力を活かし、拡販を図ってまいり

ます。 

マキシモール®につきましては、これまで蓄積してきたエステル化技術を武器に、当社の持つ各種有機

酸の強みを最大限に発揮し、従来のウレタン分野に加え、界面活性剤の中間原料や摺動性、防曇、帯電防

止効果を付与する樹脂改質用のポリエステルポリオールを市場投入し、積極的に展開してまいります。 

また、当社は世界で唯一、キノン系製品を総合的に事業化している会社であり、キノン類の有する特性

を活かした誘導品の開発を中心に新規事業を拡充してまいります。その一例として、光硬化性樹脂増感剤

ＤＢＡ(製品名アントラキュアー®)は、従来の飲料缶の美麗塗装用途に加え、インクジェット分野や液晶

ポリマー用のコーティング剤、液晶表示装置関係の接着剤等に用途開発中であり、今後の需要拡大に繋げ

てまいります。また、欧州での需要の伸びが見込まれることから、輸出枠を10トンまで拡大し対応してお

ります。 

硫化水素発生抑制剤サルフコントロール®は、従来の下水処理場向けに加え、産業廃棄物処分場、民間

工場向けにも展開してまいります。 

また、無酸素下でも安定した効果を発揮する新規重合禁止剤は、各方面への市場開拓を進めてまいりま

す。更に、封止剤原料の耐熱・難燃性を向上させる特性を持った特殊キノン類の販売も軌道に乗りつつあ

り、加えて生理活性を活用した製品の開発にも取り組んでおります。 

上記に加え、三菱ケミカルホールディングスグループ各社との連携を強化し、グループの持つ商品の開

発力を積極的に活用することで新規事業開発のスピードアップを図ってまいります。 

  



４ 【事業等のリスク】 

当社グループの経営成績及び財務状況等に影響を及ぼすリスクには以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成18年６月29日)現在において当社

グループが判断したものであります。 

  

(事業全般) 

当社グループの事業のうち、当連結会計年度における化学品事業の外部売上高の連結売上高に占め

る割合は97.4％であります。 

当該化学品事業の主要製品であります無水フタル酸は、その原料に石油系のオルソキシレンを使用

しております。オルソキシレンの価格は原油及びナフサ価格の上昇や製品需給の逼迫等に伴い上昇す

るため、この上昇分を製品価格に転嫁できない場合には業績に影響を与える可能性があります。 

  

(為替) 

主要原料であるオルソキシレンは、サプライヤーが海外から原油及びナフサを調達して精製してい

ることから、為替の変動がオルソキシレン価格に反映されるため、為替の変動如何によっては、業績

に影響を与える可能性があります。 

  

(災害) 

当社グループの事業所は神奈川県川崎市に集中しております。このため、同地区において大規模な

地震、火災等の操業を中断する事象が発生した場合には、業績に甚大な影響を与える可能性がありま

す。 

  

(法規制) 

当社グループが行っている事業活動は、環境、安全関連をはじめ各種の法規制の適用を受けており

ます。これらの規制を遵守できなかった場合には事業活動が制限される可能性があります。また、規

制が強化された場合にはコストの増加につながり、業績に影響を与える可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

当社グループの研究開発活動は、当社のみが化学品事業において行っております。 

化学品事業は有機酸製品、有機酸系誘導品、キノン系製品を製造・販売しており、研究開発も左記製品の

新規用途開発、新規誘導品の開発を主として取り組んでおります。 

また当社独自の研究開発はもとより、三菱ケミカルホールディングスグループの持つ開発力を積極的に活

用することにより研究開発の強化に取り組んでおります。 

現在の研究内容は 

  (1) 新規製品の開発 

  (2) 現有製品の合理化及び品質向上検討並びに新規用途の開発 

  (3) 販売維持及び拡大のための需要家対応技術サービス 

などであります。 

 新規製品の開発としては、当社グループの経営課題である「汎用製品から機能製品への事業体質転換」

の実現を目指し、当社が世界で唯一キノン系製品を総合的に事業化していることから、医農薬、環境、情

報電子材料等の各分野を対象にキノン類の持つ特性を活かした新規誘導品の開発、新規用途の拡大に主眼

をおいた研究を実施しております。 

 なお、当連結会計年度の研究開発費は、３億２千９百万円であります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成18年６月29日)現在において当社グルー

プが判断したものであります。 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されております。連結財務諸表の作成にあたっては、決算日における資産・負債の貸借対照表計上

金額並びに当連結会計年度における収益・費用の損益計算書計上金額に影響する判断、見積りを実施す

る必要があります。経営者は上記の判断、見積りの実施において、特に以下の重要な会計方針が、当社

グループの連結財務諸表において重要な影響を及ぼすと判断しております。 

① 有価証券の減損会計 

当社グループは、市場価格のある上場有価証券と市場価格のない有価証券を所有しております。市

場価格のある上場有価証券については、期末日の終値が50％以上下落した場合と、30％以上50％未満

下落した場合の各ケース毎に、一定期間の過去の平均株価の推移と、回復可能性に関する評価基準を

指標とした減損処理基準を設けて評価減を実施しております。また、市場価格のない有価証券につき

ましては、実質価格が著しく低下し、回復可能性がないと判断した場合には評価減を実施しておりま

す。 

 なお、当連結会計年度におきましては、前連結会計年度と同様に減損処理する損失計上はありませ

んでした。 

② 退職給付関係 

従業員の退職給付債務及び退職給付費用は、年金数理計算上で設定される前提条件に基づき算出さ

れますが、当連結会計年度においては、年金資産の運用利回りの好転に伴い、将来の費用負担を減額

することとなる負の数理計算上の差異が発生しており、当連結会計年度末における年金数理計算上の

差異は、前連結会計年度末と比べ減少しております。なお、年金数理計算上の発生差異は、発生の翌

期から５年間での費用処理を実施しております。 

また、当連結会計年度において、適格退職年金制度の給付利率を引き下げたことに伴い、将来の費

用負担を減額することとなる負の過去勤務債務が発生しており、当連結会計年度から費用の減額処理

をしております。 

③ 税効果会計関係 

当社グループは、繰延税金資産について、実現可能性が高いと考えられる金額へ減額するために評

価性引当額を計上しております。評価性引当額の必要性を検討するにあたっては、将来の課税所得及

び慎重かつ実現可能性の高い継続的な税務計画を検討しますが、繰延税金資産の全部または一部を将

来回収できないと判断した場合、当該判断を行った期間に繰延税金資産を取崩すと共に、法人税等調

整額として費用計上いたします。逆に、将来の課税所得の獲得等の可能性が高いため繰延税金資産を

今後回収できると判断した場合は、当該判断を行った期間に繰延税金資産を計上すると共に、法人税

等調整額として費用の減額を行い、利益を増加させることになります。 

  



(2) 経営成績の分析 

① 売上高及び営業損益 

当連結会計年度における当社グループは、各製品において原燃料価格が高水準で推移する厳しい事

業環境の中で、前期からの数次にわたる製品価格の値上げ、収益性の高い新規製品の拡販、経営全般

にわたるコスト削減等に傾注してまいりました。また、主要製品である無水フタル酸について、需給

バランスの悪化により厳しい事業環境にあったことから、昨年11月末日に製造設備２系列中の１系列

を停止する等、既存事業の基盤強化に向けた抜本的な施策にも取り組んでまいりました。その結果、

当連結会計年度における連結売上高は157億９千８百万円と前連結会計年度に比べ12億１千４百万円

の減収となりました。 

減収の主な要因は、無水フタル酸及び可塑剤の輸出向販売数量が大幅に減少したこと等による化学品

事業の減収であり、その他の事業が当社グループの業績に与える影響は軽微であります。 

化学品事業のうち、有機酸製品につきましては、原燃料価格の著しい高騰に対処すべく前期から数

次にわたる値上げを打ち出し、製品価格の是正に取り組んでまいりました。無水フタル酸は、前述の

製造設備の１系列停止に伴い輸出を中心に販売数量は減少したものの、値上げ効果により増収となり

ました。コハク酸は生分解性樹脂向けが減少となりましたものの、値上げ効果により前期並の販売と

なりました。リンゴ酸は増収となりましたが、フマル酸は無水フタル酸の製造工程において副生され

る原料を使用して生産しているため、生産数量が大幅に減少し減収となりました。この結果、有機酸

製品全体としては増収となりました。 

有機酸系誘導品につきましては、断熱材用途の硬質ポリウレタンフォームに使用されるポリエステ

ルポリオール(製品名マキシモール®)は、フロン規制に対応した新しい硬質ポリウレタン処方に適合

する製品への切り替えの進展により大幅な増収となりました。可塑剤は、輸出向けを中心に数量が大

幅に減少したことにより減収となりました。この結果、有機酸系誘導品全体としては減収となりまし

た。 

キノン系製品につきましては、パルプ蒸解助剤ＳＡＱ®は、輸出が低調でありましたものの、国内

は堅調に推移し前期並の販売となりました。ナフトキノンは、農薬向け、樹脂用途の増加により大幅

な増収となりました。農薬原体アセキノシル、脱硫触媒ＮＱＳ®は前期並の販売となりました。この

結果、キノン系製品全体としては増収となりました。 

当連結会計年度における営業損益は、無水フタル酸の需給バランス適正化、値上げによる価格是

正、新規製品の拡販、経営全般にわたるコスト削減等の効果により、前連結会計年度に比べ２億６千

１百万円改善し、１億７百万円の営業利益(前連結会計年度は１億５千４百万円の営業損失)となり、

８期ぶりの黒字化を達成いたしました。 

② 営業外損益及び経常損益 

当連結会計年度における営業外収益は、主に株式売却益の計上額が減少したことにより前連結会計

年度に比べ２千８百万円減少し、１億２千５百万円となりました。また、営業外費用は、主に製造設

備の休止固定費の減少により前連結会計年度に比べ９百万円減少し、３千６百万円となりました。 

この結果、当連結会計年度における営業外損益は、前連結会計年度に比べ１千８百万円収益が減少

し、８千９百万円の収益となりました。 

この結果、当連結会計年度における経常損益は、前連結会計年度に比べ２億４千３百万円改善し、

１億９千７百万円の経常利益(前連結会計年度は４千６百万円の経常損失)となり、７期ぶりの黒字化

を達成いたしました。 



③ 特別利益、特別損失及び税金等調整前当期純損益 

当連結会計年度の特別利益は、保険代理業営業譲渡益２千５百万円の計上となりました。前連結会

計年度における計上はありませんので同額増加しております。 

当連結会計年度の特別損失は、リンゴ酸設備について、「固定資産の減損に係る会計基準」の適用

に伴い、固定資産減損損失４千４百万円の計上となり、前連結会計年度に比べ８億３千６百万円の減

少となりました。減少の主な要因は、前連結会計年度における８億７千１百万円の事業構造改善費用

が当連結会計年度においてはないことによります。 

この結果、当連結会計年度における税金等調整前当期純損益は、前連結会計年度に比べ11億４百万

円改善し、１億７千７百万円の税金等調整前当期純利益(前連結会計年度は９億２千６百万円の税金

等調整前当期純損失)となりました。 

④ 税金費用及び当期純損益 

当連結会計年度における法人税、住民税及び事業税は９百万円、法人税等調整額は３百万円の費用

となり、税金費用としては１千２百万円となりました。 

この結果、当連結会計年度における当期純損益は、前連結会計年度に比べ11億１百万円改善し、１

億６千５百万円の当期純利益(前連結会計年度は９億３千６百万円の当期純損失)となり、７期ぶりの

黒字化を達成いたしました。 

  

  

  

  

  

  



(3) 財政状態の分析 

① キャッシュ・フロー 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュフローは、前連結会計年度に比べ収益が改善

し、１億７千７百万円の税金等調整前当期純利益となったものの、主に棚卸資産の増加、仕入債務の

減少により、２億６千８百万円の支出となりました。 

一方、前連結会計年度は９億２千６百万円の税金等調整前当期純損失の計上でありましたが、損失

計上の主要因が資金支出を伴わない多額の有形固定資産除却損の特別損失計上によるものであったた

め２億３千９百万円の収入でありました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却による収入が

あったものの、それを上回る設備投資による資金支出であったため、前連結会計年度より支出が３億

２百万円増加し、５億３千９百万円の支出となりました。 

なお、設備投資における所要資金は全て自己資金を充当しております。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ自己株式取

得による支出が減少したことにより、前連結会計年度に比べ支出が９千１百万円減少し、４百万円の

支出となりました。 

  

これらの活動により、当連結会計年度末の資金残高は、前連結会計年度末に比べ８億１千２百万円

減少し、17億６千４百万円となりました。 



② 財政状態 

当連結会計年度末における総資産は211億１千４百万円となり、前連結会計年度末に比べ２億１千

８百万円減少しました。 

流動資産は、主に、棚卸資産は増加しましたが売掛金及び短期貸付金の減少により前連結会計年度

末に比べ５億６千５百万円減少し、88億２千１百万円となりました。 

固定資産は、主に有形固定資産の増加及び投資有価証券の時価評価の増加により前連結会計年度末

に比べ３億４千７百万円増加し、122億９千２百万円となりました。 

有形固定資産については、リンゴ酸製造設備について、「固定資産の減損に係る会計基準」の適用

に伴い、減損損失として特別損失処理したこと並びに減価償却による減少要因があったものの、それ

を上回る設備投資があったため増加しました。 

当連結会計年度末における負債合計は80億２千３百万円となり、前連結会計年度末に比べ５億４千

万円減少しました。 

流動負債は、主に買掛金の減少により前連結会計年度末に比べ６億９千１百万円減少し、40億１千

４百万円となりました。 

固定負債は主に、期末保有株式の時価評価の増加に伴う繰延税金負債の増加により、前連結会計年

度末に比べ１億５千１百万円増加し、40億９百万円となりました。 

当連結会計年度末の資本は130億９千１百万円となり、前連結会計年度末に比べ３億２千２百万円

の増加となりました。 

資本剰余金は、当社における前期損失処理により８億５千５百万円減少し、25億４千８百万円とな

りました。 

利益剰余金の変動は、当社における前期損失処理並びに当期純利益の計上によるものであります。

その他有価証券評価差額金は、期末保有株式の時価評価の増加に伴い１億７千３百万円増加し、４

億２千万円となりました。 

自己株式の変動は、単元未満株式の買取請求に伴う保有自己株式の増加によるものであります。 

  

  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループは、主に化学品事業において生産設備の更新、合理化のための設備投資を行っており、当

連結会計年度のグループ全体の設備投資額は６億１千２百万円であります。このうち化学品事業における

設備投資額は、有機酸製品及びキノン系製品製造設備の更新・合理化工事等の実施により６億３百万円で

あります。 

  

  

  

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

  

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、「工具器具及び備品」並びに「建設仮勘定」の合計であります。なお、金額

には消費税等は含んでおりません。 

２ 川崎工場内には生産設備、研究開発分析設備及びその他の設備があるため、土地以外の設備については、設

備の内容に合わせて区分しております。なお、連結会社以外の者へ貸与中の土地193百万円(2,602.1㎡)を含

んでおります。 

３ 連結会社以外の者へ貸与中の建物12百万円を含んでおります。 

４ 上記の他、川崎工場内には、関連会社の投資による有機酸系誘導品製造設備(能力83,000t／年)がありま

す。また、リース契約(所有権移転外ファイナンス・リース)による主な賃借設備としてコンピューターシス

テム及び構内通信システムがあり、当期の支払リース料は４百万円であります。 

  

(2) 国内子会社 

子会社３社は、当社の事業所内で「その他の事業」を営んでおりますが、主要な設備総額(帳簿価額)

は８百万円、従業員数は56名であります。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

特記すべき事項はありません。 

  

  

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

川崎工場 
(川崎市川崎区) 
(注)２，３

化学品事業

生産設備 588 1,970
8,078

( 83,528)
21 10,658 116

研究開発 
分析設備

209 47
─
(─)

46 302 37

その他の 
設備

108 11
─
(─)

15 135 20



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 資本準備金による自己株式の消却による減少 

２ 平成14年６月27日開催の定時株主総会における資本準備金減少決議に基づくその他資本剰余金への振替であ

ります。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 137,297,000

計 137,297,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 41,207,730 41,207,730
東京証券取引所
市場第二部

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 41,207,730 41,207,730 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成13年４月１日から
平成14年３月31日

(注)１
△249,000 41,207,730 ― 6,282 △17 4,796

平成14年７月29日
(注)２

― 41,207,730 ― 6,282 △3,225 1,571



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式1,011,228株は「個人その他」に1,011単元、「単元未満株式の状況」に228株含まれております。 

２ 上記「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が21単元含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 当社は、自己株式1,011千株を保有しております。 

２ 所有株式数は、千株未満を四捨五入して記載しております。 

  

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

0 9 26 58 12 2 6,659 6,766 ―

所有株式数 
(単元)

0 3,443 459 18,862 526 3 17,224 40,517 690,730

所有株式数 
の割合(％)

0 8.49 1.13 46.55 1.30 0.01 42.52 100 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

三菱化学株式会社 東京都港区芝５―33―８ 14,991 36.38

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 1,572 3.81

東レ株式会社 東京都中央区日本橋室町２―１―１ 1,079 2.62

株式会社オージーキャピタル 大阪市中央区平野町４―１―２ 1,051 2.55

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２―６―３ 800 1.94

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１－２－１ 553 1.34

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１－４－５ 438 1.06

川崎化成取引先持株会 川崎市川崎区千鳥町１―２ 405 0.98

シービーエヌワイデイエフエイ 
インターナショナルキャップ 
バリューポートフォリオ 
(常任代理人 シティバンク、エ
ヌ・エイ東京支店)

1299オーシャンアベニュー11Ｆ
サンタモニカ CA 90401 USA 
(東京都品川区東品川２－３－14) 
 

360 0.87

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 296 0.72

計 ― 21,545 52.28



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が21,000株(議決権21個)含ま

れております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式228株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

 
  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式)
普通株式

1,011,000
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

39,506,000
39,506 同上

単元未満株式 普通株式  690,730 ― 同上

発行済株式総数 41,207,730 ― ―

総株主の議決権 ― 39,506 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
川崎化成工業株式会社

川崎市川崎区 
駅前本町12―１

1,011,000 ― 1,011,000 2.45

計 ― 1,011,000 ― 1,011,000 2.45



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  



３ 【配当政策】 

当社は、配当につきましては、業績及び内部留保を考慮しつつ、安定配当を維持、継続していくことを

基本としております。 

当期の配当金につきましては、当期の業績及び今後の経営環境等を勘案し、１株につき２円の復配する

ことといたしました。 

内部留保資金につきましては、企業体質の強化のために有効に活用してまいる所存であります。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 上記最高・最低株価については、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 上記最高・最低株価については、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

回次 第80期 第81期 第82期 第83期 第84期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高(円) 128 97 141 197 301

最低(円) 49 38 51 94 157

月別
平成17年 
10月

11月 12月
平成18年
１月

２月 ３月

最高(円) 284 266 256 262 244 231

最低(円) 235 243 238 200 183 200



５ 【役員の状況】 

  

 
(注) １ 取締役今村信和氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 監査役全員は、いずれも会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役社長

代表取締役
田 中   譲 昭和22年２月18日生

平成13年６月 三菱化学㈱理事

65
  同年６月 当社取締役兼任

  15年４月 当社取締役副社長

  同年６月 当社取締役社長(現)

専務取締役 営業部門長 前 田 和 親 昭和19年10月２日生

平成12年４月 ㈱ジェイ・プラス代表取締役営業

本部長

18  14年６月 当社取締役

  16年６月 当社常務取締役

  18年６月 当社専務取締役(現)

常務取締役 経営管理部門長 上 原 弓 人 昭和25年２月16日生

平成17年４月 三菱化学㈱理事石化基盤部門長

5  18年４月 当社顧問

  同年６月 当社常務取締役(現)

取締役

RD部門長 

RD部門 

技術研究所長 

営業部門 

副部門長

宮 﨑 隆 盛 昭和24年12月18日生 14

昭和48年４月 当社入社

  17年１月 当社取締役(現)

取締役

生産部門長 

生産部門 

川崎工場長

日 沖 克 彦 昭和26年６月15日生

昭和51年４月 当社入社

3平成16年７月 当社理事

  18年６月 当社取締役(現)

取締役
営業部門 
機能材 
センター長

片 野 弘 章 昭和26年10月15日生

平成13年10月 三菱化学㈱コーポレート営業推進

部グループマネジャー

1  16年４月 当社入社

  17年７月 当社理事

  18年６月 当社取締役(現)

取締役 今 村 信 和 昭和22年１月２日生
平成15年６月 三菱化学㈱執行役員(現)

1
  同年６月 当社取締役兼任(現)

監査役 

常勤
一 川 邦 彦 昭和19年12月23日生

  15年６月 ㈱三菱化学科学技術研究センター

監査役
4

  同年６月 当社監査役兼任

  16年６月 当社監査役(現)

監査役 

常勤
小田切 正 樹 昭和22年３月28日生

平成13年６月 三菱化学㈱理事

1  16年６月 当社監査役兼任

  17年４月 当社監査役(現)

監査役 梅 葉 芳 弘 昭和30年３月15日生

平成17年５月 三菱化学㈱石化企画部門石化管理

部長

1  同年６月 当社監査役兼任(現)

  18年６月 三菱化学㈱理事(現)

監査役 山 岡 弘 明 昭和31年12月28日生

平成18年４月 三菱化学㈱機能商品開発部門技術

管理室長(現) 1

  同年６月 当社監査役兼任(現)

計 114



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社及び当社グループは、株主をはじめとするステークホルダーに対し様々な形で貢献できるよう、

当社及び当社グループの永続的な発展と企業価値の最大化を図るため、経営の「効率性・健全性・透明

性」の確保、充実に向けた諸施策に継続的に取り組んでいくことをコーポレート・ガバナンスの基本と

しております。 

  

(2) 会社の機関の内容、内部統制システムの整備の状況 

取締役会を３ヶ月に１回以上開催し、重要事項の決定並びに取締役の業務の執行状況の監督を行って

おります。代表取締役及び業務執行取締役は、取締役会の決定に基づき、業務執行を行います。取締役

会の機能をより強化するため、中立的な立場である社外取締役を配置することにより、職務執行の監

視・監督機能を高めると共に、常勤の取締役と常勤の監査役その他で構成する経営会議を原則として毎

週開催し、経営課題の事前検討を行うことにより、経営効率を向上させております。また、代表取締役

は、経営会議の場において出席メンバーから意見の具申を受けることにより、業務執行に関する基本事

項の意思決定を機動的に行っております。 

当社は監査役制度を採用しており、社外監査役４名（内２名が常勤）で構成しております。監査役は

取締役会、経営会議のほか重要な会議への出席等を通じて取締役の職務執行について監査を行ってお

り、当社の経営の健全性の確保に努めております。会計監査人は中央青山監査法人を起用しておりま

す。 

また、弁護士・税理士と顧問契約を締結し、必要に応じ適時助言を受けております。 

更に、コンプライアンス関連規程に基づき、環境・安全・品質を含めたコンプライアンスの確保、推

進を図ると共に、通報制度として「コンプライアンス・ホットライン」を設置し、違反事案の早期発

見、未然防止に努めております。 

  



なお、当社の業務執行、監視、内部統制の仕組みは下図のとおりであります。 

  

平成18年３月31日現在 
 

  

(3) リスク管理体制の整備の状況 

リスクマネジメントにつきましては、経営会議において各部門におけるリスクの内、事業活動におい

て影響が大きいリスクの洗い出し、対応策の決定を行い、半年毎（４月・１０月）に見直しを含む進捗

管理を実施しております。 

  

(4) 役員報酬の内容 

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は次のとおりであります。 

  取締役に支払った報酬  47百万円 

           （社内取締役   47百万円 社外取締役 ─ 百万円） 

  監査役に支払った報酬 21百万円 

(注) 取締役に支払った報酬には使用人兼務取締役の使用人分給与28百万円を含んでおりません。 

  



(5) 監査報酬の内容 

当事業年度における会計監査人に対する監査報酬は次のとおりであります。 

  公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  16百万円 

  それ以外に基づく報酬                 ─百万円 

(注)  当社と会計監査人との間の監査契約において、旧「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」に

基づく監査と「証券取引法」に基づく監査等の監査報酬の額を区分しておりませんので、上記金額はこれら

の合計額を記載しています。 

  

(6) 内部監査及び監査役監査の内容並びに各監査の相互連携 

内部監査につきましては、独立した内部監査部門はありませんが、経営管理部門が事務局となり適

宜、内部監査を実施し、経営活動全般における合法性・合理性の評価、改善等を行っております。 

監査役監査につきましては、監査役は取締役会をはじめとする社内の重要な会議に出席し、取締役の

業務執行を監査するほか、代表取締役や各部門担当役員と定期的に意見交換、提言、助言等を行ってお

ります。 

監査役監査、会計監査の連携につきましては、監査役は会計監査人である中央青山監査法人と定期的

に会合をもち、報告を受け、意見交換を行う等、連携を密にすることにより効率的な監査を行っており

ます。 

  

(7) 社外取締役及び社外監査役と提出会社との関係 

社外取締役及び社外監査役は、いずれも三菱化学社の兼任者又は転籍者であり、特別な利害関係はあ

りません。当社と三菱化学社との関係につきましては、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表 (1)連

結財務諸表」中の「関連当事者との取引」に記載のとおりであります。 

  

(8) 会計監査の状況 

当社は旧商法に基づく会計監査人及び証券取引法に基づく会計監査人に中央青山監査法人を起用して

おります。同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社との間には、特別な利

害関係はありません。当期において業務執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成は以

下のとおりであります。 

業務を執行した公認会計士の氏名(継続監査年数) 

公認会計士 田中俊之(９年) 

公認会計士 小林功幸(３年) 

会計監査業務に係る補助者の構成 

会計監査業務に係る補助者の構成は、監査法人の選定基準に基づき決定されております。具体的

には、公認会計士及び会計士補を主たる構成員とし、システム専門家等その他の補助者も加えて構

成しております。 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第

５号)附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度(平成16年４月1日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５

号)附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

  

(3) 当社の連結財務諸表及び財務諸表に記載されている科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記

載しておりましたが、当連結会計年度及び当事業年度より百万円単位で記載することに変更いたしまし

た。 

 なお、比較を容易にするために、前連結会計年度及び前事業年度についても百万円単位に組替え表示

しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月

31日まで)及び前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年

４月１日から平成18年３月31日まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連

結財務諸表及び財務諸表について、中央青山監査法人の監査を受けております。 

  

  



１【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

資産の部

Ⅰ 流動資産

    現金及び預金 407 325

    受取手形及び売掛金 5,020 4,740

    棚卸資産 1,669 2,242

    繰延税金資産 16 11

    短期貸付金 2,169 1,438

    その他 104 64

    貸倒引当金 △1 △1

    流動資産合計 9,387 44.0 8,821 41.8

Ⅱ 固定資産

  １ 有形固定資産

    建物及び構築物 3,744 3,765

    減価償却累計額 ※３ 2,744 1,000 2,812 952

    機械装置及び運搬具 16,447 16,838

    減価償却累計額 ※３ 14,577 1,869 14,854 1,983

    土地 ※１ 8,084 8,084

    建設仮勘定 3 7

    その他 961 970

    減価償却累計額 ※３ 875 85 885 84

    有形固定資産合計 11,042 51.8 11,112 52.6

  ２ 無形固定資産 18 0.1 22 0.1

  ３ 投資その他の資産

    投資有価証券 737 1,027

    繰延税金資産 33 36

    その他 112 94

    投資その他の資産合計 884 4.1 1,158 5.5

    固定資産合計 11,945 56.0 12,292 58.2

    資産合計 21,332 100.0 21,114 100.0



 
  

  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

負債の部

Ⅰ 流動負債

    支払手形及び買掛金 3,661 3,155

    短期借入金 100 100

    未払法人税等 35 21

    賞与引当金 161 163

    定期修繕引当金 106 81

    その他 641 491

    流動負債合計 4,705 22.0 4,014 19.0

Ⅱ 固定負債

    再評価に係る繰延 
    税金負債

※１ 2,543 2,555

    繰延税金負債 169 287

    退職給付引当金 1,102 1,113

    役員退職慰労引当金 43 54

    固定負債合計 3,858 18.1 4,009 19.0

    負債合計 8,563 40.1 8,023 38.0

資本の部

Ⅰ 資本金 6,282 29.5 6,282 29.8

Ⅱ 資本剰余金 3,403 16.0 2,548 12.1

Ⅲ 利益剰余金 △772 △3.6 247 1.2

Ⅳ 土地再評価差額金 ※１ 3,720 17.3 3,708 17.5

Ⅴ その他有価証券評価差額金 247 1.2 420 2.0

Ⅵ 自己株式 ※２ △112 △0.5 △116 △0.6

    資本合計 12,768 59.9 13,091 62.0

    負債、資本合計 21,332 100.0 21,114 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 17,013 100.0 15,798 100.0

Ⅱ 売上原価 15,439 90.8 13,830 87.5

    売上総利益 1,573 9.2 1,967 12.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費

    販売費 ※１ 717 712

    一般管理費
※１ 
※２

1,009 1,727 10.1 1,147 1,860 11.8

    営業利益又は 
    営業損失（△） 
   

△154 △0.9 107 0.7

Ⅳ 営業外収益

    受取利息 5 4

    受取配当金 12 16

    不動産賃貸料 35 39

    投資有価証券売却益 57 8

    受取保険金 24 32

    その他 17 153 0.9 23 125 0.8

Ⅴ 営業外費用

    支払利息 1 1

    固定資産整理損 19 20

    休止設備固定費 14 11

    その他 10 45 0.3 2 36 0.3

    経常利益又は 
    経常損失（△） 

△46 △0.3 197 1.2

Ⅵ 特別利益

   保険代理業営業譲渡益 ― ― ― 25 25 0.2

Ⅶ 特別損失

    事業構造改善費用 ※３ 871 ―

    固定資産減損損失 ※４ ― 44

    その他 ※５ 9 880 5.1 ― 44 0.3

    税金等調整前当期純利益又は
     税金等調整前当期純損失（△） 
 

△926 △5.4 177 1.1

    法人税、住民税及び 
    事業税

4 9

    法人税等調整額 4 9 0.1 3 12 0.1

    当期純利益又は 
    当期純損失（△）

△936 △5.5 165 1.0



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

    (資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 4,053 3,403

Ⅱ 資本剰余金増加高

   自己株式処分差益 0 0 0 0

Ⅲ 資本剰余金減少高

    利益剰余金への振替額 650 650 855 855

Ⅳ 資本剰余金期末残高 3,403 2,548

    (利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △486 △772

Ⅱ 利益剰余金増加高

    当期純利益 ― 165

    資本剰余金からの振替額 650 650 855 1,020

Ⅲ 利益剰余金減少高

    当期純損失 936 936 ― ―

Ⅳ 利益剰余金期末残高 △772 247



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
    税金等調整前当期純利益又は
    税金等調整前当期純損失(△）

△926 177

    減価償却費 625 456

    減損損失 ― 44

    保険代理業営業譲渡益 ― △25

    貸倒引当金の増減額(減少は△) △0 ―

    賞与引当金の増減額(減少は△) △8 2

    定期修繕引当金の増減額(減少は△) 4 △25

    退職給付引当金の増減額(減少は△) 7 11

    役員退職慰労引当金の増減額(減少は△) 14 10

    受取利息及び受取配当金 △18 △21

    支払利息 1 1

    有形固定資産売却損益(利益は△) 0 ─

    有形固定資産除却損 651 22

    投資有価証券売却損益(利益は△) △57 △8

    売上債権の増減額(増加は△) △709 279

    棚卸資産の増減額(増加は△) 71 △572

    その他の流動資産の増減額(増加は△) △21 40

    仕入債務の増減額(減少は△) 348 △505

    その他の流動負債の増減額(減少は△) 237 △153

    その他の営業による収支(支出△) 0 △0

     小計 220 △265

    利息及び配当金の受取額 18 21

    利息の支払額 △1 △1

    法人税等の支払額 1 △23

    営業活動によるキャッシュ・フロー 239 △268

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

    短期貸付金の純増減額(増加は△) 0 ─

    有形固定資産の取得による支出 △388 △581

    有形固定資産の売却による収入 5 0

    無形固定資産の取得による支出 ― △10

    投資有価証券の売却による収入 144 10

    保険代理業営業譲渡による収入 ― 25

    その他の投資による収支(支出は△) 1 15

    投資活動によるキャッシュ・フロー △236 △539

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

    自己株式の取得による収支(支出は△) △95 △4

    財務活動によるキャッシュ・フロー △95 △4

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(減少は△) △93 △812

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 2,670 2,576

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 2,576 1,764



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 子会社３社を全て連結の範囲に含めて
おります。当該連結子会社は、カワカ
産業㈱、川崎化成エンジニアリング㈱
及び川崎化成物流㈱であります。

  同左

２ 持分法の適用に関する事
項

持分法を適用している会社はありませ
ん。

  同左

３ 連結子会社の事業年度等
に関する事項

連結子会社の事業年度末日と連結決算
日は一致しております。

  同左

４ 会計処理基準に関する事
項
(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法
① 有価証券
 その他有価証券
  時価のあるもの
   期末日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入
法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定)

  時価のないもの
   移動平均法による原価法

① 有価証券 
 その他有価証券 
  時価のあるもの 
   同左 
 
 
 
  時価のないもの 
     同左

② 棚卸資産 
 主として総平均法による原価法

② 棚卸資産 
  同左

(2) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法

① 有形固定資産
 定率法(一部の製造部門の機械及び
装置は定額法)によっております。
 ただし、平成10年４月１日以降に取
得した建物(建物附属設備は除く)に
ついては、定額法によっておりま
す。
 なお、耐用年数及び残存価額につい
ては、法人税法に規定する方法と同
一の基準によっております。

① 有形固定資産
  同左

② 無形固定資産
 定額法によっております。
 なお、耐用年数については、法人税
法に規定する方法と同一の基準によ
っております。
 また、自社利用のソフトウェアにつ
いては社内における利用可能期間
(５年)に基づく定額法によっており
ます。

② 無形固定資産
  同左

(3) 重要な引当金の計上基
準

① 貸倒引当金
 債権の貸倒による損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しており
ます。

① 貸倒引当金
  同左

② 賞与引当金
 従業員の賞与の支出に充てるため、
支給見込額に基づき計上しておりま
す。

② 賞与引当金
  同左

③ 定期修繕引当金
 主要な機械装置等にかかる定期修繕
費用の支出に備えるため、次回の定
期修繕に要する費用見積額を基礎と
して、当連結会計期間に負担すべき
金額を引当計上しております。

③ 定期修繕引当金
  同左



 
  
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

④ 退職給付引当金 ④ 退職給付引当金
 従業員の退職給付に備えるため、当
連結会計年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき計
上しております。
 なお、会計基準変更時差異について
は、５年による按分額を費用の減額
処理しております。
 過去勤務債務は、その発生時の従業
員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数(５年)による定額法により費用
処理することとしております。
 数理計算上の差異は、各連結会計年
度の発生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(５年)による
定額法によりそれぞれ発生の翌連結
会計年度から費用処理しておりま
す。

従業員の退職給付に備えるため、当
連結会計年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき計
上しております。
なお、過去勤務債務は、その発生時
の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数(５年)による定額法によ
り費用の減額処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年
度の発生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(５年)による
定額法により発生の翌連結会計年度
から費用処理しております。

⑤ 役員退職慰労引当金
 役員の退職慰労金の支出に備えるた
め、内規に基づく当連結会計年度末
要支給額を計上しております。

⑤ 役員退職慰労引当金
 同左

(4) 重要なリース取引の処
理方法

リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。

 同左

(5) 重要なヘッジ会計の
方法

① ヘッジ会計の方法
 繰延ヘッジ処理を採用しておりま
す。なお、振当処理の要件を充たし
ている場合は、振当処理を採用して
おります。

① ヘッジ会計の方法
 同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象
 為替予約取引をヘッジ手段とし、輸
出取引の為替変動リスクのみをヘッ
ジ対象としております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
 同左

③ ヘッジ方針
 為替予約取引は、輸出成約高の範囲
内で行うこととし、投機目的のため
のデリバティブ取引は行わないこと
としております。

③ ヘッジ方針
 同左

④ ヘッジ有効性評価の方法
 ヘッジ手段とヘッジ対象の重要な条
件が一致しているため有効性の評価
を省略しております。

④ ヘッジ有効性評価の方法
 同左

(6) その他連結財務諸表作
成のための重要な事項

消費税等の会計処理の方法
 税抜方式によっております。

 同左

５ 連結子会社の資産及び負
債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法
は、全面時価評価法によっておりま
す。

 同左

６ 連結調整勘定の償却に関
する事項

連結調整勘定は、５年間で均等償却し
ております。 
(連結調整勘定の金額に重要性が乏し
い場合は発生年度において一時に償却
しております。)

 同左
 

７ 利益処分項目等の取扱い
に関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利益
処分について、連結会計年度中に確定
した利益処分に基づいて作成しており
ます。

 同左

８ 連結キャッシュ・フロー
計算書における資金の範
囲

連結キャッシュ・フロー計算書におけ
る資金(現金及び現金同等物)は、手許
現金、随時引き出し可能な預金及び容
易に換金可能であり、かつ、価値の変
動について僅少なリスクしか負わない
取得日から３ヶ月以内に償還期限の到
来する短期投資からなっております。

 同左



会計処理の変更 

  

 
  
  

表示方法の変更 

  

 
  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号)を適用しております。 

 これにより税金等調整前当期純利益は39百万円減少し

ております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき減価償却累計額に含めて表示しており

ます。

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（連結損益計算書） 

 「受取保険金」（前連結会計年度6百万円）につい

ては、前連結会計年度において営業外収益の「その

他」に含めて表示しておりましたが、当連結会計年度

においては営業外収益の総額の100分の10を超えたた

め、区分掲記しております。

―――――――

――――――― （連結キャッシュ・フロー計算書） 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

 「貸倒引当金の増減額は(減少は△)」及び「有形固

定資産売却損益(利益は△)」（いずれも当連結会計年

度0百万円）については、当連結会計年度においては

金額が僅少なため「その他の営業による収支(支出は

△)」に含めて表示しております。

 ② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

 「短期貸付金の純増減額(増加は△)」（当連結会計

年度0百万円）については、当連結会計年度において

は金額が僅少なため「その他の投資による収支(支出

は△)」に含めて表示しております。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

※１ 「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31

日公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律」(平成13年３月31日

改正)に基づき事業用の土地の再評価を行い、当

該評価差額のうち法人税その他利益に関連する金

額を課税標準とする税金相当額を「再評価に係る

繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを

控除した金額を「土地再評価差額金」として資本

の部に計上しております。

   「土地の再評価に関する法律」及び「土地の再評

価に関する法律の一部を改正する法律」第３条第

３項に定める再評価の方法については、「土地の

再評価に関する法律施行令」(平成10年３月31日

公布政令第119号)第２条第３号に定める固定資産

税評価額に合理的な調整を行って算出する方法を

採用しております。

  再評価を行った年月日 平成14年３月31日

  再評価を行った土地の期
末日における時価と再評
価後の帳簿価額との差額

△925百万円

※１ 「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31

日公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律」(平成13年３月31日

改正)に基づき事業用の土地の再評価を行い、当

該評価差額のうち法人税その他利益に関連する金

額を課税標準とする税金相当額を「再評価に係る

繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを

控除した金額を「土地再評価差額金」として資本

の部に計上しております。

   「土地の再評価に関する法律」及び「土地の再評

価に関する法律の一部を改正する法律」第３条第

３項に定める再評価の方法については、「土地の

再評価に関する法律施行令」(平成10年３月31日

公布政令第119号)第２条第３号に定める固定資産

税評価額に合理的な調整を行って算出する方法を

採用しております。

 再評価を行った年月日 平成14年３月31日

 再評価を行った土地の期
末日における時価と再評
価後の帳簿価額との差額

△1,546百万円

 

※２  自己株式の保有数

   連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、以下のとおりであります。

  普通株式 992,108株

※３       ―――――――

   

 ─ 偶発債務

   次の支払保証を行っております。

  銀行借入に対する保証債務

  従業員(住宅資金) 87百万円

 

※２  自己株式の保有数

   連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、以下のとおりであります。

 普通株式 1,011,228株

※３  減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表

示しております。

 ─ 偶発債務

   次の支払保証を行っております。

 銀行借入に対する保証債務

 従業員(住宅資金) 79百万円



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

   
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

運搬費 634百万円

給料及び副費 547百万円

賞与引当金繰入額 51百万円

退職給付費用 46百万円

役員退職慰労引当金繰入額 18百万円

減価償却費 30百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

運搬費 651百万円

給料及び副費 589百万円

賞与引当金繰入額 58百万円

退職給付費用 62百万円

役員退職慰労引当金繰入額 17百万円

減価償却費 26百万円

※２ 研究開発費は、249百万円であり、一般管理費に

含まれております。

※２ 研究開発費は、329百万円であり、一般管理費に

含まれております。

※３ 事業構造改善費用は、主に無水フタル酸製造設備

２系列中の１系列停止の決定に伴い、平成18年３

月期に生じると見込まれる当該設備の除却損等で

あります。

※３        ―――――――

※４        ―――――――

 

※４ 当連結会計年度において、当社グループは、以下

の設備について減損損失を計上いたしました。

用 途 種 類 場 所

リンゴ酸製造
設備

建物・機械及
び装置等

川崎化成工業㈱ 
川崎工場(川崎
市川崎区)    

   資産のグルーピングは管理会計上の区分を基本と

して製造工程の関連性に基づいております。 

リンゴ酸製造設備については、予想を超えた原料

価格の高騰等の著しい経営環境の悪化により、今

後経常的な損失が予想されるため減損損失を期首

に認識し、当該資産の帳簿価額を残存価額零まで

減額し当該減少額(44百万円)を減損損失として特

別損失に計上しております。 

なお、減損損失の内訳は建物及び構築物15百万

円、機械装置及び運搬具28百万円、その他０百万

円であります。

※５ その他は、連結子会社における退職金の割増分で

あります。

※５        ―――――――

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 407百万円

短期貸付金勘定 2,169百万円

現金及び現金同等物 2,576百万円
 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 325百万円

短期貸付金勘定 1,438百万円

現金及び現金同等物 1,764百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

その他 
(工具器具及び備品)

取得価額相当額 37百万円

減価償却累計額 
相当額

33百万円

期末残高相当額 4百万円

―――――――

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高の

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。

―――――――

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 4百万円

１年超 ―百万円

合計 4百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額

―――――――

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高の有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。

―――――――

３ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 5百万円

減価償却費相当額 5百万円

３ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 4百万円

減価償却費相当額 4百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

―――――――

４ 減価償却費相当額の算定方法

 同左

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失はありませんので、項

目等の記載は省略しております。



(有価証券関係) 

前連結会計年度 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成17年３月31日) 

  

 
  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券(平成17年３月31日) 

その他有価証券 

  

 
  

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価 
を超えるもの

 ① 株式 291 708 417

 ② 債券 ― ― ―

 ③ その他 ― ― ―

小計 291 708 417

連結貸借対照表計上額が取得原価 
を超えないもの

 ① 株式 20 18 △1

 ② 債券 ― ― ―

 ③ その他 ― ― ―

小計 20 18 △1

合計 311 727 416

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

144 57 ―

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

 ① 非上場株式(店頭売買株式を除く) 10

 ② 出資証券 0

合計 10



当連結会計年度 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 

  

 
  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券(平成18年３月31日) 

その他有価証券 

  

 
  

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価 
を超えるもの

 ① 株式 289 997 708

 ② 債券 ─ ─ ─

 ③ その他 ─ ─ ─

小計 289 997 708

連結貸借対照表計上額が取得原価 
を超えないもの

 ① 株式 20 19 △1

 ② 債券 ─ ─ ─

 ③ その他 ─ ─ ─

小計 20 19 △1

合計 309 1,016 707

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

10 8 ─

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

 ① 非上場株式 10

 ② 出資証券 0

合計 10



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度及び当連結会計年度においてヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対

象から除いているため、記載する事項はありません。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 当社グループのデリバティブ取引は、当社のみが行っ

ております。 

 当社は、通常の営業過程における輸出取引の為替相場

の変動によるリスクを軽減するため、先物為替予約取引

を行っております。取組方針としましては、輸出成約高

の範囲内で一定の割合を定めて行うこととし、投機目的

のためのデリバティブ取引は行っておりません。 

 先物為替予約取引は、信用度の高い国内の銀行及び大

手商社を通じて行っており、相手先の契約不履行による

信用リスクはほとんどないものと判断しております。 

 当該取引の実行及び管理は、取引限度額(輸出成約高

に対する割合)等が明示された「運用原則」に従い、営

業部門が経営管理部門と協議のうえ行っております。

 同左



(退職給付関係) 
  

 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要
  当社グループは、確定給付型の制度として、適格退
職年金制度、及び退職一時金制度を設けております。

１ 採用している退職給付制度の概要
 当社グループは、確定給付型の制度として、適格退
職年金制度、及び退職一時金制度を設けております。

 

２ 退職給付債務に関する事項
イ 退職給付債務 △1,880百万円
ロ 年金資産 540百万円

ハ 未積立退職給付債務
  (イ＋ロ)

△1,340百万円

ニ 未認識数理計算上の
  差異

238百万円

ホ 未認識過去勤務債務 ―百万円

ヘ 連結貸借対照表
  計上額純額
  (ハ＋ニ＋ホ)

△1,102百万円

ト 前払年金費用 ―百万円

リ 退職給付引当金
  (ヘ－ト)

△1,102百万円

(注) 連結子会社は、退職給付債務の算定にあた
り、簡便法を採用しております。

 

２ 退職給付債務に関する事項
イ 退職給付債務 △1,681百万円
ロ 年金資産 641百万円

ハ 未積立退職給付債務
 (イ＋ロ)

△1,039百万円

ニ 未認識数理計算上の
 差異

△31百万円

ホ 未認識過去勤務債務 △43百万円

ヘ 連結貸借対照表
 計上額純額
 (ハ＋ニ＋ホ)

△1,113百万円

ト 前払年金費用 ─百万円

リ 退職給付引当金
 (ヘ－ト)

△1,113百万円

(注) 連結子会社は、退職給付債務の算定にあた
り、簡便法を採用しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項
イ 勤務費用(注) 74百万円
ロ 利息費用  43百万円
ハ 期待運用収益 △13百万円
ニ 会計基準変更時差異 
  の費用処理額

△30百万円

ホ 数理計算上の差異の
  費用処理額

71百万円

ヘ 過去勤務債務の費用
  処理額

―百万円

ト 退職給付費用(イ＋
  ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ)

144百万円

(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給
付費用は、「イ勤務費用」に計上しており
ます。

 

３ 退職給付費用に関する事項
イ 勤務費用(注) 81百万円
ロ 利息費用 34百万円
ハ 期待運用収益 △10百万円
ニ 会計基準変更時差異
  の費用処理額

─百万円

ホ 数理計算上の差異の
 費用処理額

83百万円

ヘ 過去勤務債務の費用
 処理額

△10百万円

ト 退職給付費用(イ＋
 ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ)

178百万円

(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給
付費用は、「イ勤務費用」に計上しており
ます。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
イ 退職給付見込額の 
  期間配分方法

期間定額基準

ロ 割引率 2.0％
ハ 期待運用収益率 2.5％
ニ 過去勤務債務の額の 
  処理年数

５年
(発生時の従業員の
平均残存勤務期間
以内の一定の年数
の定額法により、
費用処理すること
としております。)

ホ 数理計算上の差異の 
  処理年数

５年
(各連結会計年度の
発生時の従業員の
平均残存勤務期間
以内の一定の年数
の定額法により、
それぞれ発生の翌
連結会計年度から
費用処理しており
ます。)

ヘ 会計基準変更時差異 
  の処理年数

５年

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
イ 退職給付見込額の
  期間配分方法

期間定額基準

ロ 割引率 2.0％
ハ 期待運用収益率 2.0％
ニ 過去勤務債務の額の
  処理年数

５年
(発生時の従業員の
平均残存勤務期間
以内の一定の年数
の定額法により、
費用処理すること
としております。)

ホ 数理計算上の差異の
  処理年数

５年
(各連結会計年度の
発生時の従業員の
平均残存勤務期間
以内の一定の年数
の定額法により、
それぞれ発生の翌
連結会計年度から
費用処理しており
ます。)

ヘ           ―――――――
 



(税効果会計関係) 

  

 
  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

 税務上の繰越欠損金等 3,120百万円

繰延税金資産小計 3,120百万円

評価性引当額 △3,069百万円

繰延税金資産合計 50百万円

繰延税金負債との相殺 ―百万円

繰延税金資産の純額 50百万円

繰延税金負債

土地再評価差額金 △2,543百万円

 その他有価証券評価差額金 △169百万円

繰延税金負債の合計 △2,712百万円

繰延税金資産との相殺 ―百万円

繰延税金負債の純額 △2,712百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

税務上の繰越欠損金 1,842百万円

退職給付引当金 451百万円

その他 311百万円

繰延税金資産小計 2,605百万円

評価性引当額 △2,557百万円

繰延税金資産合計 47百万円

繰延税金負債との相殺 ─百万円

繰延税金資産の純額 47百万円

繰延税金負債

土地再評価差額金 △2,555百万円

その他有価証券評価差額金 △287百万円

繰延税金負債の合計 △2,842百万円

繰延税金資産との相殺 ─百万円

繰延税金負債の純額 △2,842百万円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整)

 評価性引当の計上 △40.8％

 住民税均等割額 △0.8％

税効果会計適用後の法人税等
の負担率

△1.0％

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整)

評価性引当の計上 △35.6％

住民税均等割額 2.2％

税効果会計適用後の法人税等
の負担率

7.2％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、事業の種類・性質の類似性等を勘案して決定しております。 

２ 各事業区分の主要な製品又は業務 

(1) 化学品事業………有機酸製品、有機酸系誘導品、キノン系製品 

(2) その他の事業……設備の設計・施工、運送、保険代理業他 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、事業の種類・性質の類似性等を勘案して決定しております。 

２ 各事業区分の主要な製品又は業務 

(1) 化学品事業………有機酸製品、有機酸系誘導品、キノン系製品 

(2) その他の事業……設備の設計・施工、運送、施設の管理運営他 

  

化学品事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

合計
(百万円)

消去又は 
全社(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 16,444 568 17,013 ― 17,013

 (2) セグメント間の内部売上高 
   又は振替高

― 1,930 1,930 (1,930) ―

計 16,444 2,499 18,944 (1,930) 17,013

 営業費用 16,651 2,453 19,105 (1,937) 17,167

 営業利益又は営業損失(△) △206 45 △160 6 △154

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出

  資産 20,906 795 21,702 (369) 21,332

  減価償却費 637 3 641 (18) 622

  資本的支出 407 2 410 ― 410

化学品事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

合計
(百万円)

消去又は 
全社(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 15,386 411 15,798 ─ 15,798

 (2) セグメント間の内部売上高 
   又は振替高

─ 2,280 2,280 (2,280) ─

計 15,386 2,692 18,079 (2,280) 15,798

 営業費用 15,313 2,658 17,972 (2,281) 15,690

 営業利益 72 34 107 0 107

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失及び資本  
  的支出

  資産 20,719 1,079 21,799 (684) 21,114

  減価償却費 469 3 472 (18) 454

  減損損失 44 ─ 44 ─ 44

  資本的支出 609 3 612 ─ 612



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

 在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 海外売上高は、親会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。なお、連結子会社の海外売上高

はありません。 

２ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

３ 各区分に属する主な国又は地域 

(1)アジア………………中国・台湾 

(2)欧州…………………ドイツ・イギリス 

(3)北米…………………アメリカ 

(4)その他の地域………メキシコ 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 
(注) １ 海外売上高は、親会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。なお、連結子会社の海外売上高

はありません。 

２ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

３ 各区分に属する主な国又は地域 

(1)アジア………………中国・台湾 

(2)欧州…………………ドイツ・イギリス 

(3)北米…………………アメリカ 

(4)その他の地域………ブラジル 

  

  

  

アジア 欧州 北米 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 1,848 339 92 19 2,298

Ⅱ 連結売上高(百万円) 17,013

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

10.9 2.0 0.5 0.1 13.5

アジア 欧州 北米 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 961 432 95 27 1,516

Ⅱ 連結売上高(百万円) 15,798

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

6.1 2.7 0.6 0.2 9.6



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

原料等の購入については、市場価格等を勘案し決定しております。 

（注）上記の取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
  

２ 兄弟会社等 

  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

短期資金の貸付については、当社の余資運用の一環として行っているものであり、随時、貸付及び回収が可能なもの

であります。なお、利率は市場金利を勘案して決定しております。また、担保は受け入れておりません。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

原料等の購入については、市場価格等を勘案し決定しております。 

（注）上記の取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
  

２ 兄弟会社等 

  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

短期資金の貸付については、当社の余資運用の一環として行っているものであり、随時、貸付及び回収が可能なもの

であります。なお、利率は市場金利を勘案して決定しております。また、担保は受け入れておりません。 

  

属性
会社等 

の名称
住所

資本金又 

は出資金 

(百万円)

事業の内容 

又は職業

議決権等 

の所有 

(被所有)割合

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 

(百万円)
科目

期末残高 

(百万円)役員の 

兼任等

事業上 

の関係

その他の

関係会社
三菱化学
㈱

東京都

港区
145,086

各種化学

工業品の

製造及び

販売

(被所有) 

直接37.96 

間接 1.11

 

兼任３人 

転籍６人

原料等の

購入

原料等の 

購入
1,949 買掛金 642

属性
会社等 

の名称
住所

資本金又 

は出資金 

(百万円)

事業の内容 

又は職業

議決権等 

の所有 

(被所有)割合

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 

(百万円)
科目

期末残高 

(百万円)役員の 

兼任等

事業上 

の関係

その他の 

関係会社 

の子会社

エムシー 
エフエー 
㈱

東京都

千代田区
50 金融業 ― ― ―

短期資金 

の貸付
6,200

短期 

貸付金
2,120

属性
会社等 

の名称
住所

資本金又 

は出資金 

(百万円)

事業の内容 

又は職業

議決権等 

の所有 

(被所有)割合

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 

(百万円)
科目

期末残高 

(百万円)役員の 

兼任等

事業上 

の関係

その他の

関係会社
三菱化学
㈱

東京都

港区
145,086

各種化学

工業品の

製造及び

販売

(被所有) 

直接37.96 

間接 0.82

 

兼任３人 

転籍６人

原料等の

購入

原料等の 

購入
2,239 買掛金 761

属性
会社等 

の名称
住所

資本金又 

は出資金 

(百万円)

事業の内容 

又は職業

議決権等 

の所有 

(被所有)割合

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 

(百万円)
科目

期末残高 

(百万円)役員の 

兼任等

事業上 

の関係

その他の 

関係会社 

の子会社

エムシー 
エフエー 
㈱

東京都

千代田区
50 金融業 ― ― ―

短期資金 

の貸付
6,780

短期 

貸付金
1,364



(１株当たり情報) 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

  

  

⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

１株当たり純資産額 317.51円

１株当たり当期純損失 23.03円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失の計上のため、並びに、潜在

株式がないため、記載しておりません。

 

１株当たり純資産額 325.68円

１株当たり当期純利益 4.11円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため、記載しておりません。

１株当たり当期純損失の算定上の基礎

連結損益計算書上の当期純損失 936百万円

普通株式に係る当期純損失 936百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

 該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数 40,646,771株

１株当たり当期純利益の算定上の基礎

連結損益計算書上の当期純利益 165百万円

普通株式に係る当期純利益 165百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数 40,206,351株

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 100 100 1.375 ─

合計 100 100 ─ ─



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

資産の部

Ⅰ 流動資産

    現金及び預金 252 226

    受取手形 266 296

    売掛金 4,652 4,366

    商品 78 72

    製品 966 1,445

    原材料 346 361

    仕掛品 136 169

    貯蔵品 59 76

    前払費用 35 32

    短期貸付金 2,120 1,364

    未収入金 43 19

    その他 19 4

    流動資産合計 8,979 42.8 8,436 40.6

Ⅱ 固定資産

  １ 有形固定資産

     建物 1,923 1,920

     減価償却累計額 ※６ 1,283 639 1,306 614

     構築物 1,817 1,841

     減価償却累計額 ※６ 1,457 360 1,503 337

     機械及び装置 16,595 16,999

     減価償却累計額 ※６ 14,682 1,913 14,975 2,024

     車両運搬具 19 19

     減価償却累計額 ※６ 17 1 16 3

     工具器具及び備品 899 908

     減価償却累計額 ※６ 820 79 829 79

     土地 ※４ 8,084 8,084

     建設仮勘定 3 7

    有形固定資産合計 11,082 52.8 11,152 53.6



前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

  ２ 無形固定資産

     ソフトウェア 7 10

     電話加入権 7 7

     その他 1 1

    無形固定資産合計 16 0.1 18 0.1

  ３ 投資その他の資産

     投資有価証券 433 703

     関係会社株式 375 394

     長期前払費用 13 11

     その他 81 73

    投資その他の資産合計 903 4.3 1,182 5.7

    固定資産合計 12,001 57.2 12,353 59.4

    資産合計 20,980 100.0 20,790 100.0

負債の部

Ⅰ 流動負債

    支払手形 4 6

    買掛金 ※３ 3,417 2,770

    短期借入金 100 100

    未払金 194 291

    未払法人税等 30 12

    未払費用 454 361

    預り金 15 17

    賞与引当金 128 137

    定期修繕引当金 105 80

    その他 32 36

    流動負債合計 4,483 21.4 3,814 18.4

Ⅱ 固定負債

    再評価に係る 
    繰延税金負債

※４ 2,543 2,555

    繰延税金負債 169 287

    退職給付引当金 1,055 1,083

    役員退職慰労引当金 43 54

    固定負債合計 3,810 18.1 3,979 19.1

    負債合計 8,294 39.5 7,794 37.5



 
  

  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

資本の部

Ⅰ 資本金 ※１ 6,282 29.9 6,282 30.2

Ⅱ 資本剰余金

  １ 資本準備金 1,571 1,571

  ２ その他資本剰余金

     資本準備金減少差益 1,832 977

     自己株式処分差益 0 1,832 0 977

    資本剰余金合計 3,403 16.2 2,548 12.3

Ⅲ 利益剰余金

    当期未処分利益又は 
    当期未処理損失（△）

△855 153

    利益剰余金合計 △855 △4.0 153 0.7

Ⅳ 土地再評価差額金
※４ 
※５

3,720 17.7 3,708 17.8

Ⅴ その他有価証券評価差額金 ※５ 247 1.2 420 2.0

Ⅵ 自己株式 ※２ △112 △0.5 △116 △0.5

    資本合計 12,686 60.5 12,996 62.5

    負債及び資本合計 20,980 100.0 20,790 100.0



② 【損益計算書】 

  

 

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

    製品売上高 16,048 15,068

    商品売上高 396 16,444 100.0 318 15,386 100.0

Ⅱ 売上原価

    製品期首棚卸高 898 966

    商品期首棚卸高 165 78

    当期製品製造原価 14,725 13,711

    当期商品仕入高 246 266

      合計 16,035 15,022

    製品期末棚卸高 966 1,445

    商品期末棚卸高 78 72

    他勘定振替高 ※１ 22 14,968 91.0 6 13,498 87.7

    売上総利益 1,476 9.0 1,888 12.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費

    販売費 ※２ 734 731

    一般管理費
※２ 
※３

949 1,683 10.3 1,084 1,815 11.8

    営業利益又は 
    営業損失（△）

△206 △1.3 72 0.5

Ⅳ 営業外収益 ※５

    受取利息 5 4

    受取配当金 97 29

    不動産賃貸料 49 50

    投資有価証券売却益 57 8

    受取保険金 ─ 32

    その他 61 271 1.7 40 165 1.1

Ⅴ 営業外費用 ※５

    支払利息 1 1

    固定資産整理損 ※４ 19 21

    休止設備固定費 14 11

    その他 8 44 0.3 2 37 0.3

    経常利益 20 0.1 201 1.3

Ⅵ 特別損失

    事業構造改善費用 ※６ 871 ─

    固定資産減損損失 ※７ ― 871 5.3 44 44 0.3

    税引前当期純利益又は 
    税引前当期純損失（△）

△851 △5.2 156 1.0

    法人税、住民税及び 
    事業税

4 4 0.0 3 3 0.0

    当期純利益又は 
    当期純損失（△）

△855 △5.2 153 1.0

    当期未処分利益又は 
    当期未処理損失（△）

△855 153

 



製造原価明細書 

  

 
(注) 

 
  

  

  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

Ⅰ 材料費 11,492 77.5 10,643 76.8

Ⅱ 労務費 ※１ 1,082 7.3 1,109 8.0

Ⅲ 経費 ※２ 2,258 15.2 2,099 15.2

    当期総製造費用 14,832 100.0 13,853 100.0

    期首仕掛品棚卸高 185 136

     合計 15,018 13,989

    期末仕掛品棚卸高 136 169

    他勘定振替高 ※３ 156 108

    当期製品製造原価 14,725 13,711

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

   製造原価計算の方法は、工程別総合原価計算法に

よっております。

   同左

※１ 賞与引当金繰入額80百万円及び退職給付費用

69,529千円が含まれております。

※１ 賞与引当金繰入額81百万円及び退職給付費用

84百万円が含まれております。

※２ 動力用水費457,697千円、減価償却費588百万円及

び定期修繕引当金繰入額105百万円が含まれてお

ります。

※２ 動力用水費473百万円、減価償却費429百万円及び

定期修繕引当金繰入額80百万円が含まれておりま

す。

※３ 他勘定振替高の主なものは、一般管理費への振替

であります。

※３ 同左



③ 【利益処分計算書又は損失処理計算書】 

  損失処理計算書 

 
  

  

  利益処分計算書 

 
  

株主総会承認年月日
前事業年度

(平成17年６月29日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

(当期未処理損失の処理)

Ⅰ 当期未処理損失 855

Ⅱ 損失処理額

   その他資本剰余金取崩額

     資本準備金減少差益 
     取崩額

855

     自己株式処分差益 
     取崩額

0 855

(その他資本剰余金の処分)

Ⅰ その他資本剰余金

  １ 資本準備金減少差益 1,832

  ２ 自己株式処分差益 0 1,832

Ⅱ その他資本剰余金処分額

  １ 資本準備金減少差益 
    取崩額

855

  ２ 自己株式処分差益取崩額 0 855

Ⅲ その他資本剰余金次期繰越額

    資本準備金減少差益 977 977

株主総会承認年月日
当事業年度

(平成18年６月29日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

(当期未処分利益の処分)

Ⅰ 当期未処分利益 153

Ⅱ 利益処分額

   配当金 80 80

Ⅲ 次期繰越利益 72



重要な会計方針 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

① 子会社株式

  移動平均法による原価法

① 子会社株式

  同左

② その他有価証券 ② その他有価証券

  時価のあるもの   時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

  同左

  時価のないもの   時価のないもの

移動平均法による原価法   同左

２ 棚卸資産の評価基準及び

評価方法

総平均法による原価法   同左

３ 固定資産の減価償却の方

法

① 有形固定資産

定率法(一部の製造部門の機械及

び装置は定額法)によっておりま

す。 

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備は除

く)については、定額法によって

おります。 

なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。

① 有形固定資産

  同左

② 無形固定資産

  定額法によっております。 

なお、耐用年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基準

によっております。 

また、自社利用のソフトウェアに

ついては社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法によって

おります。

② 無形固定資産

  同左

４ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上することとしており

ます。

  同左

 (2) 賞与引当金 従業員の賞与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき計上しております。

  同左

 (3) 定期修繕引当金 主要な機械装置等にかかる定期修繕費

用の支出に備えるため、次回の定期修

繕に要する費用見積額(１件20百万円

以上)を基礎として、当事業年度に負

担すべき金額を引当計上しておりま

す。

  同左



 
  

  

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (4) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しており

ます。 

なお、会計基準変更時差異について

は、５年による按分額を費用の減額処

理しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法により費用処理す

ることとしております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(５年)による定額法によ

りそれぞれ発生の翌事業年度から費用

処理しております。

従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しており

ます。 

なお、過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(５年)による定額法により費用

の減額処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(５年)による定額法によ

り発生の翌事業年度から費用処理して

おります。

 (5) 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく事業年度末要支給額

を計上しております。

  同左

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

  同左

６ ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。なお、振当処理の要件を充た

している場合は、振当処理を採用

  しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

  為替予約取引をヘッジ手段とし、

輸出取引の為替変動リスクのみを

ヘッジ対象としております。

③ ヘッジ方針

  為替予約取引は、輸出成約高の範

囲内で行うこととし、投機目的の

ためのデリバディブ取引は行わな

いこととしております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

  ヘッジ手段とヘッジ対象の重要な

条件が一致しているため有効性の

評価を省略しております。

① ヘッジ会計の方法

  同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

  同左

③ ヘッジ方針

  同左

④ ヘッジ有効性評価の方法

  同左

７ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

   消費税等の会計処理の

方法

税抜方式によっております。   同左



会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。 

 これにより税引前当期純利益は39百万円減少しており

ます。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき減価償却累計額に含めて表示しておりま

す。

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――――――― （損益計算書） 

 「受取保険金」（前事業年度24百万円）について

は、前事業年度において営業外収益の「その他」に含

めて表示しておりましたが、当事業年度においては営

業外収益の総額の100分の10を超えたため、区分掲記

しております。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

※１ 会社が発行する株式の総数

    普通株式 137,297,000株

   発行済株式の総数

    普通株式 41,207,730株

※１ 会社が発行する株式の総数

    普通株式 137,297,000株

   発行済株式の総数

    普通株式 41,207,730株

※２ 自己株式の保有数

    普通株式 992,108株

※２ 自己株式の保有数

    普通株式 1,011,228株

※３ 関係会社に係る注記

   区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれてい

る関係会社に係るものは次のとおりであります。

買掛金 855百万円

※３ 関係会社に係る注記

   区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれてい

る関係会社に係るものは次のとおりであります。

買掛金 1,134百万円

※４ 「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31

日公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律」(平成13年３月31日

改正)に基づき事業用の土地の再評価を行い、当

該評価差額のうち法人税その他利益に関連する金

額を課税標準とする税金相当額を「再評価に係る

繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを

控除した金額を「土地再評価差額金」として資本

の部に計上しております。

「土地の再評価に関する法律」及び「土地の再評

価に関する法律の一部を改正する法律」第３条第

３項に定める再評価の方法については、「土地の

再評価に関する法律施行令」(平成10年３月31日

公布政令第119号)第２条第３号に定める固定資産

税評価額に合理的な調整を行って算出する方法を

採用しております。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期

末日における時価と再評

価後の帳簿価額との差額

△925百万円

※４ 「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31

日公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律」(平成13年３月31日

改正)に基づき事業用の土地の再評価を行い、当

該評価差額のうち法人税その他利益に関連する金

額を課税標準とする税金相当額を「再評価に係る

繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを

控除した金額を「土地再評価差額金」として資本

の部に計上しております。

「土地の再評価に関する法律」及び「土地の再評

価に関する法律の一部を改正する法律」第３条第

３項に定める再評価の方法については、「土地の

再評価に関する法律施行令」(平成10年３月31日

公布政令第119号)第２条第３号に定める固定資産

税評価額に合理的な調整を行って算出する方法を

採用しております。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期

末日における時価と再評

価後の帳簿価額との差額

△1,546百万円

※５ 配当制限

   次の配当制限を受けております。

(1) 土地の再評価に関する法

律第７条の２第１項に規

定する純資産額

3,720百万円

(2) 商法施行規則第124条第

３号に規定する純資産額
247百万円

※５ 配当制限

   次の配当制限を受けております。

(1) 土地の再評価に関する法

律第７条の２第１項に規

定する純資産額

3,708百万円

(2) 商法施行規則第124条第

３号に規定する純資産額
420百万円

※６       ――――――― 

 

 ─ 偶発債務

   次の支払保証を行っております。

銀行借入に対する保証債務

従業員(住宅資金) 87百万円

※６ 減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表

示しております。

 ─ 偶発債務

   次の支払保証を行っております。

銀行借入に対する保証債務

従業員(住宅資金) 79百万円



(損益計算書関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 主として販売費及び一般管理費への振替でありま

す。

※１ 同左

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

  (1) 販売費

 運搬費  651百万円

 販売手数料  2百万円

  (1) 販売費

運搬費 669百万円

販売手数料 2百万円

  (2) 一般管理費

 役員報酬  55百万円

 給料及び副費 457百万円

 賞与引当金繰入額 47百万円

 退職給付費用  42百万円

 役員退職慰労引当金繰入額  18百万円

 減価償却費  29百万円

 雑費  40百万円

 技術研究費  81百万円

  (2) 一般管理費

役員報酬 68百万円

給料及び副費 490百万円

賞与引当金繰入額 55百万円

退職給付費用 52百万円

役員退職慰労引当金繰入額 17百万円

減価償却費 25百万円

雑費 99百万円

技術研究費 67百万円

(注) 各科目に含まれている研究開発部門の総費用は

掲記の技術研究費を含め249百万円でありま

す。

(注) 各科目に含まれている研究開発部門の総費用は

掲記の技術研究費を含め329百万円でありま

す。

※３ 研究開発費は、249百万円であり、一般管理費に

含まれております。

※３ 研究開発費は、329百万円であり、一般管理費に

含まれております。

※４ 主として機械及び装置の整理によるものでありま

す。

※４ 同左

※５ 関係会社との取引に係る注記

関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

営業外収益 121百万円

営業外費用 6百万円

※５ 関係会社との取引に係る注記

関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

営業外収益 40百万円

営業外費用 6百万円

※６ 事業構造改善費用は、主に無水フタル酸製造設備

２系列中の１系列停止の決定に伴い、平成18年３

月期に生じると見込まれる当該設備の除却損等で

あります。

※６       ――――――― 

※７       ―――――――

 

※７ 当事業年度において、当社は、以下の設備につい

て減損損失を計上いたしました。

用 途 種 類 場 所

リンゴ酸製造
設備

建物・機械及
び装置等

川崎工場(川崎
市川崎区)    

   資産のグルーピングは管理会計上の区分を基本と

して製造工程の関連性に基づいております。 

リンゴ酸製造設備については、予想を超えた原料

価格の高騰等の著しい経営環境の悪化により、今

後経常的な損失が予想されるため減損損失を期首

に認識し、当該資産の帳簿価額を残存価額零まで

減額し当該減少額(44百万円)を減損損失として特

別損失に計上しております。 

なお、減損損失の内訳は建物13百万円、機械及び

装置28百万円、その他１百万円であります。



(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

工具器具
及び備品

取得価額相当額  37百万円

減価償却累計額相当額  33百万円

期末残高相当額  4百万円

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

―――――――

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高の

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。

―――――――

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内  4百万円

１年超  ―百万円

合計  4百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額

―――――――

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高の有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。

―――――――

３ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料  5百万円

減価償却費相当額  5百万円

３ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 4百万円

減価償却費相当額 4百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

―――――――

４ 減価償却費相当額の算定方法

  同左

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失はありませんので、項

目等の記載は省略しております。



(有価証券関係) 

前事業年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)及び当事業年度(自平成17年４月１日 至

平成18年３月31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

   繰延税金資産

 税務上の繰越欠損金等  3,040百万円

繰延税金資産小計 3,040百万円

評価性引当額 △3,040百万円

繰延税金資産合計 ―百万円

繰延税金負債

 土地再評価差額金 △2,543百万円

 その他有価証券評価差額金  △169百万円

繰延税金負債合計 △2,712百万円

繰延税金負債の純額 △2,712百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

   繰延税金資産

税務上の繰越欠損金 1,815百万円

退職給付引当金 439百万円

その他 282百万円

繰延税金資産小計 2,536百万円

評価性引当額 △2,536百万円

繰延税金資産合計 ─百万円

繰延税金負債

土地再評価差額金 △2,555百万円

その他有価証券評価差額金 △287百万円

繰延税金負債合計 △2,842百万円

繰延税金負債の純額 △2,842百万円

 

 
２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率  40.6％

(調整)

 評価性引当の計上  △40.6％

 住民税均等割  △0.5％

税効果会計適用後の法人税等 
の負担率

 △0.5％

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整)

評価性引当の計上 △40.6％

住民税均等割 2.3％

税効果会計適用後の法人税等 
の負担率

2.3％



(１株当たり情報) 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

１株当たり純資産額  315.46円

１株当たり当期純損失  21.04円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失の計上のため、並びに、潜在

株式がないため、記載しておりません。

 

１株当たり純資産額 323.33円

１株当たり当期純利益 3.81円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため、記載しておりません。

１株当たり当期純損失の算定上の基礎

損益計算書上の当期純損失  855百万円

普通株式に係る当期純損失  855百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

 該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数  40,646,771株

１株当たり当期純利益の算定上の基礎

損益計算書上の当期純利益 153百万円

普通株式に係る当期純損失 153百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

 該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数 40,206,351株



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

【その他】 

  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

＜その他有価証券＞

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・
グループ

233.3 419

関西ペイント㈱ 121,000 130

アグロ カネショウ㈱ 49,000 48

大王製紙㈱ 20,700 24

㈱日本製紙グループ本社 37.6 19

田辺製薬㈱ 11,000 14

㈱ミレアホールディングス 4 9

㈱菱化システム 18,000 9

三菱製紙㈱ 35,000 8

㈱トウペ 26,000 5

その他9銘柄 19,000 14

その他有価証券計 299,974.9 703

投資有価証券計 299,974.9 703

計 299,974.9 703

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

＜その他有価証券＞

(出資証券)

日本原子力研究開発機構他１銘
柄

4 0

その他有価証券計 4 0

投資有価証券計 4 0

計 4 0



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 機械及び装置並びに建設仮勘定の増加の主なものは、無水フタル酸製造設備の１系列化に伴う合理化工事並

びに各製造設備の更新・合理化工事等によるものであります。 

     ２ 当期末減価償却累計額又は償却累計額には減損損失累計額が含まれております。 

     ３ 当期償却額のうち( )内は内書きで減損損失の計上額であります。 

    

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額 
又は償却累 
計額(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 
(百万円)

有形固定資産

 建物 1,923 36 39 1,920 1,306
42
(13)

614

 構築物 1,817 24 ─ 1,841 1,503
45
(1)

337

 機械及び装置 16,595 512 108 16,999 14,975
355
(28)

2,024

 車両運搬具 19 2 1 19 16
0
(0)

3

 工具器具及び備品 899 20 11 908 829
19
(0)

79

 土地 8,084 ─ ─ 8,084 ─ ─ 8,084

 建設仮勘定 3 614 610 7 ─ ─ 7

有形固定資産計 29,343 1,210 771 29,783 18,630
463
(44)

11,152

無形固定資産

 ソフトウェア 44 8 ─ 52 42 5 10

 電話加入権 7 ─ ─ 7 ─ ─ 7

 その他無形固定資産 7 ─ ─ 7 6 0 1

無形固定資産計 58 8 ─ 67 48 5 18

長期前払費用 24 0 ─ 24 13 2 11



【資本金等明細表】 

  

 
(注) １ 資本準備金減少差益並びに自己株式処分差益の減少の原因は、前期決算の損失処理によるものであります。

   ２ 自己株式処分差益の増加の原因は、株主の買増請求による自己株式の減少による増加であります。 

   ３ 当期末における自己株式は、1,011,228株であります。 

  

【引当金明細表】 

  

 
  

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金(百万円) 6,282 ― ― 6,282

資本金のうち 
既発行株式

普通株式 (株) (41,207,730) (―) (―) (41,207,730)

普通株式 (百万円) 6,282 ― ― 6,282

計 (株) (41,207,730) (―) (―) (41,207,730)

計 (百万円) 6,282 ― ― 6,282

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金

(資本準備金)

 株式払込剰余金 (百万円) 1,571 ― ― 1,571

(その他資本剰余金)

 資本準備金減少差
益

(百万円) 1,832 ― 855 977

 自己株式処分差益 (百万円) 0 0 0 0

計 (百万円) 3,403 0 855 2,548

利益準備金及び 
任意積立金

利益準備金 (百万円) ― ― ― ―

任意積立金 (百万円) ― ― ― ―

計 (百万円) ― ― ― ―

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

賞与引当金 128 137 128 ─ 137

定期修繕引当金 105 80 105 ─ 80

役員退職慰労引当金 43 17 7 ─ 54



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

Ⅰ 流動資産 

① 現金及び預金 

  

 
  

 
  

③ 売掛金 

         相手先別内訳 
  

   
  

区分 金額(百万円)

現金 1

預金

当座預金 124

普通預金 1

定期預金 100

計 225

合計 226

② 受取手形

相手先別内訳 期日別内訳

相手先 金額(百万円)

双日ケミカル㈱ 205

前田化学㈱ 49

木曽興業㈱ 26

吉野石膏㈱ 4

㈱トーメン 2

その他 8

合計 296
 

期日 金額(百万円)

平成18年４月満期 75

 〃 ５月満期 71

 〃 ６月満期 61

 〃 ７月満期 46

 〃 ８月満期 41

合計 296

相手先 金額(百万円)

㈱ジェイ・プラス 2,117

アグロ カネショウ㈱ 392

オー・ジー㈱ 312

三菱商事㈱ 136

メルク㈱ 136

その他 1,271

合計 4,366



売掛金の回収状況及び滞留期間 

  

   

 
    ２ 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれておりま

す。 

  

④ 棚卸資産 

  

 
  

⑤ 短期貸付金 

  

 
  

前期繰越高(Ａ) 
(百万円)

当期発生高(Ｂ)
(百万円)

当期回収高(Ｃ)
(百万円)

次期繰越高
(百万円)

回収率
(％)

Ｃ
Ａ＋Ｂ

滞留期間(日)

4,652 16,181 16,467 4,366 79.0 101.7

 (注) １ 滞留期間＝
(前期繰越高＋次期繰越高)×１／２

当期発生高×１／365

区分 摘要 金額(百万円) 区分 摘要 金額(百万円)

商品 キノン系商品他 72 仕掛品 有機酸製品 14

製品

有機酸製品 809 キノン系製品 152

有機酸系誘導品 99 その他 2

 キノン系製品 536 計 169

計 1,445 貯蔵品 触媒 45

原材料 主原料 319 荷造材料他 30

 補助原料他 41 計 76

計 361 合計 2,124

相手先 金額(百万円)

エムシーエフエー㈱ 1,364

合計 1,364



Ⅱ 流動負債 

 
  

② 買掛金 

         相手先別内訳 
  

 
  

Ⅲ 固定負債 

① 退職給付引当金 

  

 
(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

① 支払手形

相手先別内訳 期日別内訳

相手先 金額(百万円)

前田化学㈱ 3

㈱ニューロン 2

中央紙工㈱ 0

合計 6

期日 金額(百万円)

平成18年４月満期 0

 〃 ５月満期 4

 〃 ６月満期 0

合計 6

相手先 金額(百万円)

三菱化学㈱ 761

三井物産㈱ 693

㈱ジェイ・プラス 511

川崎化成エンジニアリング㈱ 287

日本油脂㈱ 89

その他 427

合計 2,770

区分 金額(百万円)

退職給付債務 1,651

年金資産 △641

未認識数理計算上の差異 31

未認識過去勤務差異 43

計 1,083



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注)  当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告

をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

 なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。 

http://www.kk-chem.co.jp/koukoku/index.html 

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 1,000株券、10,000株券および1,000株未満

中間配当基準日 ９月30日

単元株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社全国各支店及び野村證券株式会社全国本支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

株券喪失登録

  株券喪失登録申請料 １件につき  7,000円

  株券登録料 １枚につき   500円

単元未満株式の買取・買 
増

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社全国各支店及び野村證券株式会社全国本支店

  買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法(注) 日本経済新聞

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

 
  

(1) 自己株券買付状況報告書 自 平成17年３月１日
至 平成17年３月31日

平成17年４月13日 
関東財務局長に提出。

自 平成17年４月１日
至 平成17年４月30日

平成17年５月12日 
関東財務局長に提出。

自 平成17年５月１日
至 平成17年５月31日

平成17年６月10日 
関東財務局長に提出。

自 平成17年６月１日
至 平成17年６月29日

平成17年７月８日 
関東財務局長に提出。

(2) 有価証券報告書 
  及びその添付書類

事業年度 
(第83期)

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。

(3) 有価証券報告書 
  の訂正報告書

平成17年７月６日 
関東財務局長に提出。

第83期の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。

(4) 半期報告書 
 

(第84期中) 
 

自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日

平成17年12月16日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２９日

川 崎 化 成 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている川崎化成工業株式会

社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、川崎化成工業株

式会社及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 田  中  俊  之 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小  林  功  幸 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

川 崎 化 成 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている川崎化成工業株式会

社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、川崎化成工業株

式会社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」）及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用して連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 田  中  俊  之 

  
  

  
  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小  林  功  幸 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２９日

川 崎 化 成 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている川崎化成工業株式会

社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第８３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益

処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、川崎化成工業株式会

社の平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 田  中  俊  之 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小  林  功  幸 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

川 崎 化 成 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている川崎化成工業株式会

社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第８４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益

処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、川崎化成工業株式会

社の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」）及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用して財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 田  中  俊  之 

  
  

  
  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小  林  功  幸 
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